平成２４年度 事業報告書

平成24年6月１日から平成25年5月31日まで

特定非営利活動法人　自由空間ポー
１　事業実施の結果
7期目の、法人及び事業運営は、拡大期であった。法人運営においては、認定ＮＰＯの申請を1月に行った。また、事業運営については、同じく1月に新たな施設(地域活動支援センター戸祭事業所)を開設した。現在の岩曽事業所の支所の扱いではあるが、精神障害者の居場所を地域に作るいう法人の方針を、さらに一歩実現した形となった。
人事面では、施設職員3名の増員となった。新施設開設に関連して、4名を新規に採用した。一方、1名が、一身上の都合で退職したので、計3名の増員である。
ピアスタッフについては、その存在が、他施設、他機関にも知られるようになり、当事者の可能性を広くアピールすることができた。
また、今年度からは、ボランティア団体（かたくりの会）との連携も始まった。
さらに、実習生を4名受け入れた。メンバー、スタッフ共に良い影響を受けることができた。特に、そのうち2名が当施設に就職した。当施設を良く理解した優秀な学生を確保できた。県内で、いち早く実習指導施設の資格を得たことも功を奏した。
職員研修は、10月に栃木県精神障害者支援事業協会の初任者研修、12月に栃木県精神保健福祉士会の有資格者研修を実施した。研修により、職員のモチベーションアップとスキルアップが図れた。
財務面では、約77万円の赤字となってしまった。利用者数は増加しているのだが、人件費がそれ以上に増加しているので、赤字となった。特に、今年度は、新施設を開設したこともありこの傾向は顕著であった。さらに、新施設においては、新規の利用者募集がまだ始まっていないことが、大きく影響している。しかしながら、新施設のキャパシティは大きいので、募集を始めれば、収支のバランスは取れて行く可能性は大きい。一方、運営費保障を受けた月は、8月と2月の2カ月だけであった。ここ数年来の、保障を受けずに運営していくという財政的自立の目標は、かなり実現できてきている。（昨年度の運営費保障を受けた月は、10カ月だった。）

さらに、寄付金については、会員の尽力により、県民共済からの寄付が決まった。同じく、地域の篤志として、家賃を免除してもらい、新施設を運営できた。会員有志からの寄付もあった。ボランティアを始め、地域からの支えが多々あった。
支援内容としては、前述の通り、新しい施設を開設した。現在の地域活動支援センター岩曽事業所の支所として、戸祭事業所を開設した。従来の居場所作りという路線に変化はない。利用者数は、のべ2952名（昨年度2456名）に上り、前年度比で約20％の増加であった。地域の当事者の居場所へのニーズの高さを垣間見ることができる。

一方、昨年度までの施設の手狭感は、新施設開設により多少解消された。しかし、更に、ゆったりとメンバーが過ごせることが期待される。
就労支援については、就労支援専門機関（就業・生活支援センター）との連携も昨年度に引き続き順調に運んでいる。就労希望のあるメンバーについては、相談の上、センターにつなぐケースが多い。
利用者像としては、利用者数が増えても、例年と特に変わりはない。統合失調症、感情障害、神経症が多い。若干、感情障害が増えている傾向がある。
福祉的作業については、例年通り、石けん作りを週1回行った。今年度は、販路が拡大したことがトピックである。従来の宇都宮市役所「わくわくショップ」、とちぎ福祉プラザのほか、雑貨屋「和」、喫茶店「豆の樹」、フタバ食品（東北自動車道上河内SA下り線営業所）でも取り扱ってもらえるようになった。
懇談会（ポー懇談会）は、例年通り3回開催された。会員有志が参集して運営について情報共有や意見交換をした。
以上
２　事業の実施に関する事項
	定款の事業名
	事業内容
	実施

日時
	実　施

場　所
	従事者の
人数
	受益対象者の範囲及び人数
	支出額

(千円)

	障害福祉サービス事業
（障害者自立支援法に基づく事業）
	自立訓練事業

就労移行支援事業
非雇用型就労継続支援事業

雇用型就労支援事業


	実施

なし
	
	
	
	

	地域生活支援事業
（障害者自立支援法に基づく事業）

	地域活動支援センター事業
	通期


	当法人事業所
	職員9人
	精神障害者

通期延べ

2,952人
	9677


	精神障害者

小規模作業所運営事業


	日常生活支援

文化活動支援

就労支援
	実施

なし
	
	
	
	

	障害者に対する生活支援事業


	生活リハビリテーション
	実施

なし
	
	
	
	

	障害者に対する文化活動支援事業


	スポーツ交流活動
芸術活動支援


	実施

なし
	
	
	
	

	障害者に対する就労支援事業


	就労移行支援

就労継続支援
	実施

なし
	
	
	
	

	人権理解のための地域啓発事業


	地域交流活動
	実施

なし
	
	
	
	

	国際協力事業


	障害者による
フェアトレード事業

ユニセフ等協賛事業


	実施

なし

	
	
	
	

	環境福祉分野における創造事業


	障害者野外活動
	実施

なし
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